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１．実証実験の実施体制
平成２８年度及び２９年度、自動車技術総合機構と軽自動車検査協会が連携し、スナップオ
ン・ツールズ（株）の協力を得て、検査場においてスキャンツールを用いたOBD検査の実証
実験を実施。

スナップオン・
ツールズ（株）

汎用スキャンツールの改造

28年度

○スキャンツールを活用した検査の可能性の整
理

排出ガス診断記録の状況を調査
DTCを用いた安全OBD検査の課題を整理

○スキャンツールを活用した検査の導入に向けた
課題検証

排出ガス診断履歴のない車両の原因分析
自動ブレーキに関するDTCの記録状況分析

29年度
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２．実証実験の概要

１．場所日時
関東検査部
平成３０年１月２４日～１月２５日
（平成２９年１月３０日～２月８日）
中部検査部
平成３０年１月１６日～１月１７日
（平成２９年１月２５日～２月１７日）

自動車機構
（検査部門）

軽自動車検査
協会

１．場所日時
東京主管事務所
平成３０年１月２４日～２月９日
（平成２９年１月３０日～２月２８日）
愛知主管事務所
平成３０年１月１６日～２月９日
（平成２９年１月２７日～２月２８日）

４．対象車両
初度登録年月が2009 年1 月以降の国内自動車メーカー8 社
（ダイハツ、スズキ、トヨタ、ニッサン、ホンダ、マツダ、スバル、ミツビシ）

３．使用機器、取得データ項目
＜使用機器＞
スナップオン・ツールズ(株)の汎用スキャンツールをベースに、カメラ付きのスマートフォンとBluetooth通信で組
み合わせることにより、スキャンツールの操作機能、車検証のQRコードから車検証情報（自動車メーカー名、車
名、年式）を読み取る機能並びにPC及びプリンタへの出力機能を付加するとともに、以下のデータ項目を取得
するように改造を実施。

＜取得データ項目＞
（平成２９年度）
・ 診断開始時刻及び診断終了時刻
・ 全てのDTC 情報
・ J-OBDⅡ関連項目（レディネスコード、リセット後の走行距離を含む）

（平成２８年度）
・ DTC 情報（エンジン、トランスミッション、ABS、ESC、BAS、EPS、エアバッグ、シートベルトリマインダ）
・J-OBDⅡ関連項目（レディネスコード、リセット後の走行距離を含む）
・フリーズフレームデータ（FFD）

２．実験車両台数
平成２９年度：３４７台（平成２８年度：３８４台）

主な機能フロー
• 車検証QRコード読み取り

↓
• 車種/年式等選択（自動選択不可の

場合のみ）
↓

• コネクタ装着
• DTC、レディネスコード等読み取り
• コネクタ取り外し

↓
• 診断結果の画面表示
• PCへ転送

↓
• モバイルプリンタ出力（必要に応じ）

スマートフォンを
用いて、スキャン
ツールの操作、
車検証の読取り、
PC、プリンタへの
出力を実施

全てのECUを対象にDTC情報の読

み取りを行い、分析の際に自動
ブレーキ関連のDTCを抽出

実証実験ではスマートフォンを用いたが、実際の運用では高度
化システムの端末やサーバーにて対応することを想定
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２．実証実験の概要

車検証の登録年を確認
QRコードを読み取り

コネクタをポートに装着し、OBD情報を読み取り

診断結果を表示



Copyright© National Agency for Automobile and Land Transport Technology 6

３．実験結果

＜レディネスコードの記録がない車両の原因＞
レディネスコードの記録がない車両２３台中、１５台はリ

セット後の走行距離が記録されており、このうち１３台は数
十km以下であるため、検査前の整備においてリセットされ
たものと考えられる。
※走行距離の長い２台について、うち１台はOBDⅡ非対応車。もう１台は特定の使用形態

（短距離短時間運行）で用いられていた可能性が高い。

平成２９年度の取得データ（有効データ取得台数：３２５台/３４７台）を用いて、
排出ガスに係る診断記録や自動ブレーキに係る故障コード等の分析を行った。

１．J-OBDⅡ関連（排ガス）情報分析結果
レディネスコードの記録が無い車両の割合は、普通車等：

5.3% （6 台）、軽自動車： 8.1% （17 台）、合計： 7.1% （23 台）で

あった。（平成２８年度は普通車等：5.5％、軽自動車：13.9％）
未完了項目は、触媒とO2センサが大半を占めている。

※無効データ取得台数は、J-OBDⅡ関連の情報及びDTCを読み取れなかったもの。読み取りを中断したものやOBDⅡ非
対応車など。

※OBDⅡ規制適用は、新型車：H20年10月、継続生産車：H22年9月。
※レディネスコードの対象項目は、触媒劣化、エンジン失火、O2センサ又はA/F

センサ、EGRの不良、燃料供給システムの不良並びに排気二次空気システ
ムの不良。
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３．実験結果

２．自動ブレーキ関連情報分析結果
有効データ取得台数３２５台のうち、自動ブレーキ搭載

車両の割合は、普通車等：12.3%（14 台）、軽自動車：
16.1%（34 台）、合計：14.8%（48 台）であった。

搭載車両４８台のうち、現在故障が記録されているもの
は１０％（５台）、過去故障が記録されているものは８％
（４台）であった。

なお、エンジンやトランスミッション関係も含めた全ての
DTC取得台数は、普通車等：56台（現在故障35台、過去
故障 35台）、軽自動車：31台（現在故障7台、過去故障
24台）。

＜故障コードの内容＞
検出された故障コードは、CAN通信の異常やカメ

ラエイミングの未実施など、現在故障及び過去故障
ともに多岐に渡る。

自動ブレーキ以外のシステムの故障であっても
フェールセーフにより自動ブレーキの機能を停止さ
せるものもある。

＜現在故障（故障等が存在することを示す）＞

＜過去故障（故障等から復旧していることを示す）＞

※現在故障及び過去故障の区別はメーカー等により異なる。
※システムの名称はスキャンツールによるもの。DTCの記録条件等は整備マニュアルを元に記載。
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３．実験結果

OBD情報読み取り時間（１１５台） OBD検査時間（２４台）

３．読み取り時間及び検査時間
スキャンツールにより読み取り時間を記録するとともに、一部の乗用車について検査時間の計測を実施。

• 検査時間は、読み取り時間に加え、スキャンツールのコネクタをOBDポートに挿すための時間等（平均
１分程度）を要する。

• 本実証実験は全てのECUを読み取る方法により実施したことから、読み取り時間は車種やメーカーに
よって大きく開きがあり、車両のECUの数やメーカーの設計思想（車種によって複数の方式に分かれる
等）等によって異なると推測される。検査対象のECUを特定し、自動車メーカーより読み取りに関する情
報が提供されれば、短縮が可能と考えられる。

• なお、本実証実験は検査ラインに影響が出ないよう、外観検査実施前の待機中の車両を対象に行った。
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４．OBD検査導入に向けた課題と解決策
OBD検査を導入するにあたり、検討すべき課題及び想定される解決策について、以下の通り
考察。

課題 解決策

検査を円滑に実施するための課題

車検証情報に基づいて必要な特定DTC情報を読み出す

ことができるように、自動車メーカーから情報提供される
必要がある。

• WGにおいて、統一フォーマットの作成等を検討。
• 適用関係の判別のため、車検証のQRコードに、登録年月日

など必要な情報を入れていただきたい。

無線方式のコネクタや、高度化システムサーバーに格納
可能なスキャンツールソフトを開発する必要がある。

• スキャンツールメーカー等と連携し、機器開発や実証実験を
実施。

OBD検査を円滑に実施するための体制を構築する必要
がある。

• OBD検査を含めた検査の全体手順や体制を検討するととも

に、機構においては次期高度化システム更改（平成３３～３５
年度）に合わせてOBD検査に係る職員への研修を実施。

情報管理に関する課題

自動車メーカーから提出される情報を厳格に管理しつつ、
全ての検査場等で判定が可能となるようシステムを構築
する必要がある。

• 高度化システムのメーカーやスキャンツールメーカー等と連
携し、遠隔で高度化システムサーバーに接続し検査を行うた
めのアプリケーションを開発するとともに、システム全体の維
持管理体制を構築。

排出ガス関係の課題

排出ガスのOBD検査に関して診断に必要な走行条件等

について、受検者への周知及び案内方法等を決める必
要がある。

• 排出ガスのOBD検査を導入している米国等を対象に海外調

査を実施し、排出ガス検査の運用方法や再検査の方法（受
検者への案内を含む）について検討。
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